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要  旨 

 

本研究は、2015 年度に実施された日本の研究開発税制における制度変更が研究開発投資の

量と質に与えた効果について実証的に分析することを目的とする。反実仮想シミュレーシ

ョンを用いた分析の結果、2015 年度の繰越税額控除制度の廃止とオープンイノベーション

（OI）型の拡充はそれぞれ R&D 投資総額の減少及び外部支出 R&D 投資の増加に寄与して

いたことが明らかになった。税収の変動との関係については、繰越税額控除制度の廃止に

よる税収の増加は R&D 投資額の減少分とほぼ等しく、OI 型の拡充による税収の減少は外

部 R&D 投資額の増加分よりも小さかった。また、労働生産性上昇率に与える効果は繰越税

額控除制度の廃止のマイナスの効果と OI 型の拡充によるプラスの効果がほぼ相殺し合い、

全体では大きな影響がなかったとみられる。加えて、本研究の試算によれば 2015 年度の OI

型の拡充には産学共同出願特許の件数を増加させる効果がみられた。このことから、2015

年度の R&D 税制における制度変更は産学の共同研究などのオープンイノベーションの促

進し、生産性を押し上げる効果があったが、同時に繰越税額控除制度の廃止によって R&D

投資を減少させることで OI 型の拡充による生産性の押し上げ効果が相殺されたと考えら

れる。 
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１． はじめに 

日本の研究開発税制において、いくつかの制度変更が行われてきたが、近年では 2015 年度

に比較的大きな制度変更があった。「特別試験研究費税額控除制度（オープンイノベーショ

ン型：以下、OI 型）」の拡充と総額型の控除上限の引き下げ、繰越税額控除制度の廃止の３

つの制度変更が同時に行われた。OI 型の拡充は外部との共同研究や委託研究にかかる費用

について税額控除率が大幅に引き上げることにより、企業間や産学官の共同研究や委託研

究を増加させ、オープンイノベーションを促進しようとする制度変更である。そのため、研

究開発投資全体に対する効果ではなく、研究開発投資の内容・質を変えることを意図した制

度変更である。一方、総額型の控除上限の引き下げと繰越税額控除制度の廃止は研究開発投

資のインセンティブを減少させる効果が想定されるため、2015 年度の制度変更が研究開発

投資に与える効果としてはプラスとマイナスの両面を含んでいる。図 1 は OI 型と繰越控除

制度を利用した企業の比率の推移を示しており、制度変更のあった 2015 年度を境に、OI 型

と繰越控除制度で利用率が逆転していることがわかる。 

 

図 1 OI 型と繰越控除制度の利用率 

 

出典：METI 委託調査「研究開発税制の利用実態等に関するアンケート」を元に独自集計 

 

なお、国際的にみると、OI 型のような制度を採用している国は筆者の知る限り、存在せ

ず、日本に特徴的な制度であると考えられる。一方、2015 年度以降の日本のように赤字の

企業が R&D 税制を利用できないの国はむしろ異例であり、多くの国では繰越控除や現金還

付によって赤字の企業でもR&D税制を利用するインセンティブを与える制度が採用されて

いる（OECD 2019）。 

そこで本研究では、2015 年度の日本の研究開発税制における制度変更が研究開発投資の

量と質に与えた効果について実証的に分析することを目的とする。 
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２． 先行研究 

Rao (2016) は米国のデータを用いて研究開発税制の効果を分析しているが、制度変更の外

生的な効果を捉えるための新たな操作変数の作成方法を提案している。Rao (2016) は制度

変更のあった年とその前年における 1 単位の R&D の増加にともなう限界的な税額控除率

（marginal R&D tax credit rate）の変化の操作変数として、2 年前の R&D で評価した限界 R&D

税額控除率の変化を用いる方法を提案した。2 年前の R&D は制度変更による R&D の変化

の影響を一切受けないため、この操作変数は制度変更の純粋な外生的な効果をあらわして

いると考えられる。 

日本に関する研究としては、Kasahara et al. (2014) が日本の 2003 年度の制度変更の効果の

分析を行った。2003 年度の制度変更では、増加型から増加型と総額型の選択制に変更され、

比較的多くの企業にとって研究開発費にかかる税額控除率が大きく上昇した。Kasahara et al. 

(2014) は Arellano & Bond (1991) のダイナミックパネル分析モデルを用いて、このような研

究開発税制の制度変更の外生的なショックが研究開発投資額にどのような効果を与えたか

を分析し、研究開発税制の制度変更は資金制約に直面している企業の研究開発投資額を増

加したと結論付けている。具体的には、Kasahara et al. (2014) では 1 年前と比べた R&D 税

額控除率の変化の操作変数として、2 年前及び 3 年前の R&D 税額控除率の水準を用いてい

る。 

また、細野他（2015）は文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査」（2008 年調査）

と、「経済産業省企業活動基本調査」（2006‐2008 年調査）を用いた 2007 年度のクロスセク

ションデータを用いて、R&D 税額控除の利用有無が研究開発投資額に与える効果を前期の

R&D 税額控除の利用有無を操作変数として用いて分析し、Kasahara et al. (2014) とは逆に資

金制約に直面している企業では研究開発税制の投資促進効果が限定的であるとの分析結果

を報告している。 

その他にも、日本を対象とする研究としては Koga (2003)、 Ogawa (2007)、 元橋（2009）、

大西・永田（2010）、Kobayashi (2014) などがあるが、OI 型や繰越税額控除に関する制度変

更に関する分析は行われていない。海外においても、筆者の知る限り、R&D 税制の R&D 投

資の質に与える効果の分析や繰越税額控除に関する制度変更の効果の分析を行っている先

行研究は見当たらない。 

 

３． 分析方法とデータ 

日本の研究開発税制における 2015 年度の制度変更は以下の 3 点である。 

① オープンイノベーション（OI）型（特別試験研究費税額控除制度）の拡充 

a. 控除率の引き上げ：12％⇒大学・特別試験研究機関との共同・委託研究：30％、

企業間等：20％ 

b. 控除上限の総額型からの別枠化：法人税額の 5％ 
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c. 特別試験研究費に該当するものの範囲の追加・変更 

d. 特別試験研究費に該当する中小企業者への委託研究につき、委託先に、公益法

人等（※社会医療法人等を含む）、地方公共団体の機関・地方独立行政法人等

（※公立病院を含む）を追加 

e. 特定中小企業者に支払う知的財産権の使用料を特別試験研究費に追加 

f. 特別研究機関等のうち試験研究独立行政法人の範囲から国立研究開発法人以

外の法人が除外。 

② 繰越税額控除制度の廃止 

③ 総額型の控除上限の引き下げ：30％→25％（OI 型の 5％と併せて最大 30％） 

 

分析に用いるデータは「経済産業省企業活動基本調査」の調査票情報に基づく 1996 年度

から 2017 年度までの企業レベルのパネルデータである。なお、2003 年度の研究開発税制の

制度変更の効果を分析した Kasahara et al. (2014) も同一のデータソースに基づいている。ま

た、経済産業省が 2013 年度～2019 年度の 8 年間に実施した「研究開発税制の利用実態等に

関するアンケート調査」の調査票情報を用いて、R&D 税額控除額が適切に推定できている

かどうかを確認する。 

基本的な分析枠組みは Kasahara et al. (2014)に従い、次式を操作変数法で推定する。 

𝛥 ln𝑅௧ ൌ 𝛽𝛥𝜏௧  𝛾𝛥 ln𝑌௧  𝛥𝐙௧
ᇱ 𝛂  𝛥𝜂௧  𝛥𝜖௧       ሺ1ሻ 

ここで、𝑅௧は企業𝑖の𝑡期における R&D 投資額、𝜏௧は R&D 投資にかかる法人税の税額控

除率、𝑌௧は売上高、𝐙はその他のコントロール変数のベクトルである。ここで、𝛽は本研究

で最も注目するパラメータであり、R&D 税額控除率が R&D 投資に与える効果を示す。𝛽が

正であれば、R&D 税制に R&D 投資を促進する効果があることを示している。さらに、R&D

税額控除率は次式で定義される。 

𝜏௧ ൌ
𝑋௧
𝑅௧

 

ここで、𝑋௧は R&D 税額控除額、𝑅௧
௧௫は税額控除の対象となる R&D 投資額を示す。R&D 税

額控除額𝑋௧の詳細な定義については付録を参照されたい。ここで重要な点は R&D 税額控除

額𝑋௧及び R&D 税額控除率𝜏௧は R&D 投資額の関数になっていることである。また、その関

係性自体も制度変更によって変動する。 

𝑋௧ ൌ 𝑋௧ሺ𝑅௧ሻ 

𝜏௧ ൌ
𝑋ሺ𝑅௧ሻ

𝑅௧
ൌ 𝜏௧ሺ𝑅௧ሻ 

そのため、(1)式を𝛥𝜏௧と誤差項𝛥𝜖௧は相関し、古典的最小二乗法（OLS）では R&D 税額控除

率が R&D 投資に与える効果を示すパラメータ𝛽を不偏推定することができなくなる。そこ

で、誤差項𝛥𝜖௧とは無関係で R&D 税額控除率𝜏௧には影響する操作変数を導入する必要があ

る。本研究では、Rao (2016)に従って、2 期前の R&D 投資額で評価した当期及び 1 期前の
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R&D 税額控除率の差分𝛥𝜏௧
ௌを𝛥𝜏௧の操作変数として用いる。 

𝛥𝜏௧
ௌ ൌ 𝜏௧ሺ𝑅௧ିଶሻ െ 𝜏௧ିଵሺ𝑅௧ିଶሻ 

𝛥𝜏௧
ௌは𝑅௧及び𝑅௧ିଵとは無関係に、𝑡期の前後での制度変更の影響のみによって決定されるた

め、𝛥𝜖௧とは無相関であるとの仮定は妥当であると考えられる。 

コントロール変数𝐙としては、Kasahara et al. (2014) に従い、四半期別の決算月の違いを示

す決算期ダミー、産業ダミー、都道府県ダミーを入れる。 

図 2 は 1996 年度から 2017 年度までの𝛥𝜏௧
ௌの変遷を箱ひげ図であらわしている。2003 年

度の総額型の導入によって、多くの企業にとって制度変更による税額控除率の変化が大き

く上昇していることがわかる。その後、2006 年度と 2007 年度の制度変更は税額控除率の低

下をもたらし、2008 年度及び 2009 年度の制度変更は税額控除率を上昇させている。その後

しばらくはほとんど大きな変化は見られず、2017 年度の制度変更は税額控除率の変動をも

たらしている。 

制度変更にともなう R&D 税額控除率の変化𝛥𝜏௧
ௌを制度種別ごとに分解した結果を図 3 か

ら図 6 に示している。図 3 は総額型に関する制度変更の影響を示しており、図 2 の R&D

税額控除率全体の動きとほぼ同一である。図 4 は増加型に関する制度変更の影響を示して

おり、2006 年度に制度変更の影響が見られた後、2017 年度に比較的大きな税額控除率の低

下がみられる。これは、2017 年度に増加型が廃止されたことを反映している。 

図 5 は OI 型の制度変更の影響を示している。ここで、OI 型は外部研究開発投資額（外

部機関との共同研究及び外部機関への委託研究）を税額控除の対象とする制度であるため、

外部 R&D 投資額に対する税額控除率を求めている。OI 型が導入された 2003 年度に正の制

度変更の影響が見られるとともに、2015 年度の OI 型の拡充を反映して大きな正の影響がみ

られる。 

次に、図 6 は繰越税額控除の制度変更にともなう税額控除率の変化を示している。繰越

税額控除制度が導入された 2003 年度に大きな正の影響が見られ、本制度が廃止された 2015

年度に大きな負の影響が確認できる。 
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図 2：制度変更にともなう R&D 総額に係る税額控除率合計の変化 

 

 

 
図 3：制度変更にともなう総額型に関する R&D 総額にかかる税額控除率の変化 

excludes outside values

excludes outside values
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図 4：制度変更にともなう増加型に関する R&D 総額にかかる税額控除率の変化 

 

 
図 5：制度変更にともなう OI 型に関する外部 R&D にかかる税額控除率の変化 

 

excludes outside values

excludes outside values
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図 6：制度変更にともなう繰越税額控除制度に関する R&D 総額にかかる税額控除率の変

化 

 

 

４． 分析結果 

2015 年度 R&D 税制の制度変更のデータを利用して Rao (2015)の方法に基づいて構築した操

作変数を用いて、繰越税額控除が R&D の総額に与えた影響及び OI 型の税額控除が外部支

出 R&D に与えた影響を推定する。表 1 がその推定結果を示している。表 1 の[1]列が繰越

税額控除の R&D 総額に与える影響、第[2]列は OI 型税額控除率が外部支出 R＆D に与える

効果の推定結果である。これらの推定結果は繰越税額控除率が 1％上昇すると R&D 総額は

0.883％増加し、OI 型税額控除率が 1％上昇すると外部支出 R&D が 1.673％増加することを

示している。これらの効果はいずれも統計的に有意である。 

 

excludes outside values
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表 1：R&D 総額及び外部支出 R&D に対する 2015 年度 R&D 税制改正の効果の推定結果 

  

 

次に、表 1 の推定結果に基づいて、2015 年度の制度変更が仮になかった状況を再現する

ことで反実仮想シミュレーションを行い、2015 年度の制度変更の影響を試算する。表 2 は

2015 年度に廃止された繰越税額控除の効果を試算した結果である。繰越税額控除の廃止に

より、R&D 総額は約 4％減少し、税額控除率もほぼ同率で減少したと考えられる。これを

金額水準に直すと R&D 総額の増加額は平均で約 146 百万円、一方税額控除額の減少分は平

均で約 175 百万円と試算される。税額控除額の減少分は税収の増加額に等しいため、制度変

更による R&D 投資の減少額よりも税収の増加額が若干大きくなったと考えられる。最後の

行は労働生産上昇率の変化を示している。R&D は生産性上昇にも関係していると考えられ

るため、繰越税額控除制度の廃止は R&D 投資の減少を通じて生産性上昇率を引き下げた可

能性がある。そこで、労働生産性上昇率に対する R&D 総額の影響を統計的に推定し、2015

年度の繰越税額控除制度の廃止にともなうR&D投資の減少が労働生産上昇率に与えた影響

についても反実仮想シミュレーションを行った。なお、R&D 投資の労働生産性上昇率への

効果の推定結果は付表 1 に示している。反実仮想シミュレーションによれば、2015 年度の

[1] [2]
R&D総額 外部⽀出R&D

売上⾼の⾃然対数 0.295*** 0.729**
[0.107] [0.334]

繰越税額控除率 0.883***
[0.303]

OI型税額控除率 1.667*
[0.970]

定数項 -0.036 -0.399
[0.121] [0.394]

決算期ダミー Yes Yes
産業ダミー Yes Yes
都道府県ダミー Yes Yes
N 5,074 969
第1段階のF統計量 811.6 299.9
[p値] [0.000] [0.000]
括弧内は標準誤差
* p < 0.1, ** p < 0.05, *** p < 0.01



10 
 

繰越税額控除制度の廃止によって、労働生産性上昇率は約 0.14％低下したと試算される1。 

 

表 2：反実仮想シミュレーションによる 2015 年度の繰越税額控除制度廃止の効果の試算 

 

一方、表 3 は 2015 年度の OI 型の拡充の外部支出 R&D に対する影響に関する反実仮想

シミュレーションの結果を示している。OI 型は大学との共同研究を促進する効果を持つこ

とが期待されるため、労働生産性上昇率に加えて、産学共同出願特許件数への影響について

も試算を行った。本試算の元になっている外部支出 R&D の労働生産性上昇率に与える効果

の推定結果は付表 1 を、産学共同出願特許件数に対する効果の推定結果は付表 2 を参照さ

れたい。反実仮想シミュレーションの結果によれば、2015 年度の OI 型の拡充の制度変更に

より、外部支出 R&D は平均で約 14.4％増加する一方、税額控除率の増加は平均で 8.6％で

あったと考えられる。これを金額換算すると、外部支出 R&D の増加は 82.4 百万円であり、

税額控除額（税収の低下）は 45.8 百万円と試算される。このことから、2015 年度の OI 型の

拡充は税収の減少分を上回る外部支出 R&D の増加をもたらしたと試算される。 

さらに、OI 型の拡充による外部支出 R&D 投資の増加を通じて、労働生産性は約 0.1％上

昇し、産学共同出願特許件数は約 2.4％増加したと試算される2。 

 
1 繰越控除制度は、⼀定の要件を満たした場合に、その事業年度の法⼈税額から控除しき
れなかった試験研究費の税額控除の⾦額を、その翌事業年度の法⼈税額から控除すること
ができる制度であるため、繰越控除制度の廃⽌が影響を与えるのは⾚字の企業が中⼼であ
ると考えられる。そのため、繰越控除制度の廃⽌が労働⽣産性に与える効果は、⾚字企業
で R&D 実施企業をサンプルとする推定結果（付表 1 の[3]）に基づいて試算している。な
お、R&D 実施企業全体をサンプルとする推定結果（付表 1 の[1]）に基づいて試算する
と、繰越控除制度の廃⽌が労働⽣産性に与える効果は-0.082％であった。 
2 OI 型の拡充が労働⽣産性に与える影響については外部⽀出 R&D 実施企業のサンプルに
基づく分析結果（付表 1 の[2]）に基づいており、OI 型の拡充が産学共同出願特許数に与
える影響については固定効果ポアソン回帰モデルを⽤いた外部⽀出 R&D 実施企業のサン
プルに基づく分析結果（付表 2 の[2]）に基づいて試算している。固定効果ポアソン回帰
モデルは、⼀定の仮定のもとで被説明変数の分布に依存せずに⼀致性を満たすことが知ら
れている（Wooldridge 2010, 18.7.4）。なお、OI 型の拡充が産学共同出願特許数に与える

平均 標準偏差 最⼩値 最⼤値
R&D総額増加率 -3.984% 0.0566 -0.3580 0.0000
R&D税額控除率 -4.512% 0.0641 -0.4054 0.0000
R&D総額増加額（百万円） -146.0 1726.9 -70884.3 0.0
R&D税額控除額（百万円） -175.2 2058.9 -84710.7 0.0
労働⽣産性上昇率 -0.137% 0.0019 -0.0123 0.0000
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最後に、表 2 と表 3 の労働生産性上昇率への効果に関する試算結果を総合すれば、2015

年度の繰越税額控除制度の廃止による負の影響と OI 型の拡充によるプラスの影響が互いに

消し合うことで、2015 年度の R&D 税制に関する制度変更は平均的な労働生産性の上昇率

にはほとんど影響しなかったと考えられる。 

 

表 3：反実仮想シミュレーションによる 2015 年度の OI 型拡充の効果の試算 

 

 

５． おわりに 

本研究では、2015 年度の日本の研究開発税制における制度変更が研究開発投資の量と質に

与えた効果について実証的に分析した。反実仮想シミュレーションを用いた分析の結果、

2015 年度の繰越税額控除制度の廃止と OI 型の拡充はそれぞれ R&D 投資総額の減少及び外

部支出 R&D 投資の増加に寄与していたと試算される。税収の変動との関係については、繰

越税額控除制度の廃止による税収の増加は R&D 投資額の減少分とほぼ等しく、OI 型の拡

充による税収の減少は外部 R&D 投資額の増加分よりも小さかった。また、労働生産性上昇

率に与える効果は繰越税額控除制度の廃止のマイナスの効果と OI 型の拡充によるプラスの

効果がほぼ相殺し合い、全体では大きな影響がなかったとみられる。加えて、本研究の試算

によれば 2015 年度の OI 型の拡充には産学共同出願特許の件数を増加させる効果がみられ

た。このことから、2015 年度の R&D 税制における制度変更は産学の共同研究などのオープ

ンイノベーションの促進し、生産性を押し上げる効果があったが、同時に繰越税額控除制度

の廃止によって R&D 投資を減少させることで OI 型の拡充による生産性の押し上げ効果が

相殺されたと考えられる。 

最後に、本研究にはいくつかの限界がある。第 1 に、税制の効果の分析では、操作変数の

取り方によって結果が変わり得ることが先行研究によって指摘されている（Weber 2014）。

そのため、本研究で得られた結果の頑健性について一定の留意が必要であろう。 

第 2 に、本研究では、R&D 実施企業や外部支出 R&D 実施企業が、税制の変化によって、

R&D をどれだけ変化させたのか（すなわち intensive margin）に注目した分析を行ったが、

 
影響を固定効果負の⼆項分布モデルを⽤いた推定結果（付表 2 の[4]）に基づいて試算す
ると、＋1.186%となった。 

平均 標準偏差 最⼩値 最⼤値
外部⽀出R&D増加率 14.355% 0.0961 -0.0669 0.2750
外部⽀出R&D税額控除率 8.580% 0.0574 -0.0400 0.1644
外部⽀出R&D増加額（百万円） 82.4 1118.1 -111.7 35444.2
外部⽀出R&D税額控除額（百万円） 45.8 632.1 -67.0 20071.1
労働⽣産性上昇率 0.118% 0.0008 -0.0006 0.0023
産学共同出願特許の増加率 2.412% 0.0161 -0.0112 0.0462
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R&D を実施していなかった企業や外部支出 R&D を実施していなかった企業が税制の変化

によってどのような影響をうけたのか（すなわち extensive margin）については分析できて

いない。本来は、税制の変化にはこのような extensive margin への効果も期待されるが、本

研究の分析手法では制度変更の前後でR&Dを実施していない企業を分析することが困難で

ある。研究開発税制における extensive margin の効果の分析手法を開発することは今後の大

きな課題である。 

最後に、本研究では 2015 年度の制度変更の情報を用いて、研究開発税制の効果を識別し

たが、このような制度変更には事前のアナウンスメント効果や時間遅れ効果の可能性もあ

るが、これらの時間的なラグについて厳密に考慮できていないため、制度変更の効果を過小

推計している可能性がある。 
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付録 

 

付録１．日本の研究開発税制における税額控除額の定義の変遷 

 

𝑅௧
௧௫、𝑋௧、𝑇௧をそれぞれ t 期における税額控除対象の研究開発費、研究開発費にかかる税額

控除額、控除前の法人税額とする。 

 

＜2002 年度以前＞ 

 増加型のみ 

𝑋௧ ൌ 𝑋௧
 

𝑋௧
 ൌ ቊ

𝑋௧
∗ if 0.12𝑇௧  𝑋௧

∗

0.12𝑇௧ if 0.12𝑇௧ ൏ 𝑋௧
∗ 

𝑋௧
∗ ൌ 0.15 maxሼ𝑅௧

௧௫ െ 𝑅ത௧
௧௫, 0ሽ 𝐼ሺ𝑅௧

௧௫  maxሼ𝑅௧ିଵ
௧௫ ,𝑅௧ିଶ

௧௫ሽሻ 

 𝑅ത௧
௧௫：過去 5 年間（t-5~t-1）の上位 3 年間の研究開発費の平均 

 

＜2003～2005 年度＞ 

 増加型と総額型の選択制 

 特別試験研究費税額控除は総額型に含まれる 

𝑋௧ ൌ max൛𝑋௧
 ,𝑿𝒕

𝒗𝒐𝒍ൟ 

 増加型 

𝑋௧
 ൌ ቊ

𝑋௧
∗ if 0.12𝑇௧  𝑋௧

∗

0.12𝑇௧ if 0.12𝑇௧ ൏ 𝑋௧
∗ 

𝑋௧
∗ ൌ 0.15 maxሼ𝑅௧

௧௫ െ 𝑅ത௧
௧௫, 0ሽ 𝐼ሺ𝑅௧

௧௫  maxሼ𝑅௧ିଵ
௧௫ ,𝑅௧ିଶ

௧௫ሽሻ 

 𝑅ത௧
௧௫：過去 5 年間（t-5~t-1）の上位 3 年間の研究開発費の平均 

 総額型 

𝑋௧
௩ ൌ ൞

𝑋௧
௩∗ if 0.2𝑇௧  𝑋௧

௩∗

0.2𝑇௧  ൫𝑋௧
௩∗ െ 0.2𝑇௧൯ if 0.2𝑇௧ ൏ 𝑋௧

௩∗ and 𝑋௧
௩∗ െ 0.2𝑇௧ ൏ 0.2𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ

௩∗

0.2𝑇௧  ൫0.2𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ
௩∗൯ if 0.2𝑇௧ ൏ 𝑋௧

௩∗ and 𝑋௧
௩∗ െ 0.2𝑇௧  0.2𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ

௩∗  0
 

 

 大企業 

 売上高に対する R&D 比率が高い程、控除率が高くなる（最小 10％、最大 12％）。 

 特別試験研究費にはさらに高い 15％の控除率が設定されている。 

𝑋௧
௩∗ ൌ 𝜅 ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ𝑅௧

௧௫  ቈ0.15 െ 𝜅 ቆ
𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ 𝑅௧

௦ 

𝜅ሺ𝑥ሻ ൌ ሺ0.2𝑥  0.1ሻ𝐼ሺ𝑥 ൏ 0.1ሻ  0.12𝐼ሺ𝑥  0.1ሻ 

 𝑅௧
௦

：特別試験研究費（外部組織との共同研究・外部組織への委託研究費） 
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 𝑌௧ഥ ൌ ∑ షೞ
ସ

ଷ
௦ୀ ：過去 3 年の売上高の平均 

 

 中小企業 

 中小企業の場合、一律に 15％の高い控除率が設定されている。 

𝑋௧
௩∗ ൌ 0.15𝑅௧

௧௫ 

 

＜2006～2007 年度＞ 

 試験研究費の総額に係る税額控除制度等の税額控除率の上乗せ措置については廃止 

 増加試験研究費の税額控除制度と試験研究費の総額に係る税額控除制度が統合 

𝑋௧ ൌ ቐ
𝑋௧
∗ if 0.2𝑇௧  𝑋௧

∗

0.2𝑇௧  ሺ𝑋௧
∗ െ 0.2𝑇௧ሻ if 0.2𝑇௧ ൏ 𝑋௧

∗ and 𝑋௧
∗ െ 0.2𝑇௧ ൏ 0.2𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ

∗

0.2𝑇௧  ሺ0.2𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ
∗ ሻ if 0.2𝑇௧ ൏ 𝑋௧

∗ and 𝑋௧
∗ െ 0.2𝑇௧  0.2𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ

∗  0
 

𝑋௧
∗ ൌ 𝑋௧

௩∗  𝑋௧
∗ 

 総額型 

 大企業 

𝑋௧
௩∗ ൌ 𝜅 ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ𝑅௧

௧௫  ቈ0.12 െ 𝜅 ቆ
𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ 𝑅௧

௦ 

𝜅ሺ𝑥ሻ ൌ ሺ0.2𝑥  𝟎.𝟎𝟖ሻ𝐼ሺ𝑥 ൏ 0.1ሻ  𝟎.𝟏𝐼ሺ𝑥  0.1ሻ 

 中小企業 

𝑋௧
௩∗ ൌ 0.12𝑅௧

௧௫ 

 増加型 

𝑋௧
∗ ൌ 𝟎.𝟎𝟓maxሼ𝑅௧

௧௫ െ 𝑅ത௧
௧௫, 0ሽ 

𝑅ത௧
௧௫ ൌ

𝑅௧ି௦
௧௫

3

ଷ

௦ୀଵ

 

 

＜2008 年度＞ 

 総額型＋＜増加型と高水準型の選択制＞ 

𝑋௧ ൌ 𝑋௧
௩  𝐦𝐚𝐱ቄ𝑿𝒕

𝒊𝒏𝒄,𝑿𝒕
𝒉𝒊𝒈𝒉ቅ 

 総額型 

𝑋௧
௩ ൌ ൞

𝑋௧
௩∗ if 0.2𝑇௧  𝑋௧

௩∗

0.2𝑇௧  ൫𝑋௧
௩∗ െ 0.2𝑇௧൯ if 0.2𝑇௧ ൏ 𝑋௧

௩∗ and 𝑋௧
௩∗ െ 0.2𝑇௧ ൏ 0.2𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ

௩∗

0.2𝑇௧  ൫0.2𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ
௩∗൯ if 0.2𝑇௧ ൏ 𝑋௧

௩∗ and 𝑋௧
௩∗ െ 0.2𝑇௧  0.2𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ

௩∗  0
 

 大企業 

𝑋௧
௩∗ ൌ 𝜅 ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ𝑅௧

௧௫  ቈ0.12 െ 𝜅 ቆ
𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ 𝑅௧

௦ 
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𝜅ሺ𝑥ሻ ൌ ሺ0.2𝑥  0.08ሻ𝐼ሺ𝑥 ൏ 0.1ሻ  0.1𝐼ሺ𝑥  0.1ሻ 

 中小企業 

𝑋௧
௩∗ ൌ 0.12𝑅௧

௧௫ 

 増加型 

𝑋௧
 ൌ ቊ

𝑋௧
∗ if 0.1𝑇௧  𝑋௧

∗

0.1𝑇௧ if 0.1𝑇௧ ൏ 𝑋௧
∗ 

𝑋௧
∗ ൌ 0.05 maxሼ𝑅௧

௧௫ െ 𝑅ത௧
௧௫, 0ሽ 

𝑅ത௧
௧௫ ൌ

𝑅௧ି௦
௧௫

3

ଷ

௦ୀଵ

 

 高水準型 

𝑿𝒕
𝒉𝒊𝒈𝒉 ൌ ൝

𝑿𝒕
𝒉𝒊𝒈𝒉∗ 𝐢𝐟 𝟎.𝟏𝑻𝒕  𝑿𝒕

𝒉𝒊𝒈𝒉∗

𝟎.𝟏𝑻𝒕 𝐢𝐟 𝟎.𝟏𝑻𝒕 ൏ 𝑿𝒕
𝒉𝒊𝒈𝒉∗ 

𝑿𝒕
𝒉𝒊𝒈𝒉∗ ൌ 𝟎.𝟐ቆ

𝑹𝒕
𝒕𝒂𝒙

𝒀𝒕
െ 𝟎.𝟏ቇ ሺ𝑹𝒕

𝒕𝒂𝒙 െ 𝟎.𝟏𝒀𝒕ሻ 

 

＜2009～2013 年度＞ 

 総額にかかる控除上限を 20％から 30％に引き上げ。 

 総額型＋＜増加型と高水準型の選択制＞ 

𝑋௧ ൌ 𝑋௧
௩  max൛𝑋௧

 ,𝑋௧
ൟ 

 総額型 

𝑋௧
௩

ൌ ൞

𝑋௧
௩∗ if 𝟎.𝟑𝑇௧  𝑋௧

௩∗

𝟎.𝟑𝑇௧  ൫𝑋௧
௩∗ െ 𝟎.𝟑𝑇௧൯ if 𝟎.𝟑𝑇௧ ൏ 𝑋௧

௩∗ and 𝑋௧
௩∗ െ 𝟎.𝟑𝑇௧ ൏ 𝟎.𝟑𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ

௩∗

𝟎.𝟑𝑇௧  ൫𝟎.𝟑𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ
௩∗൯ if 𝟎.𝟑𝑇௧ ൏ 𝑋௧

௩∗ and 𝑋௧
௩∗ െ 𝟎.𝟑𝑇௧  𝟎.𝟑𝑇௧ାଵ െ 𝑋௧ାଵ

௩∗  0
 

 大企業 

𝑋௧
௩∗ ൌ 𝜅 ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ𝑅௧

௧௫  ቈ0.12 െ 𝜅 ቆ
𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ 𝑅௧

௦ 

𝜅ሺ𝑥ሻ ൌ ሺ0.2𝑥  0.08ሻ𝐼ሺ𝑥 ൏ 0.1ሻ  0.1𝐼ሺ𝑥  0.1ሻ 

 中小企業 

𝑋௧
௩∗ ൌ 0.12𝑅௧

௧௫ 

 増加型 

𝑋௧
 ൌ ቊ

𝑋௧
∗ if 0.1𝑇௧  𝑋௧

∗

0.1𝑇௧ if 0.1𝑇௧ ൏ 𝑋௧
∗ 

𝑋௧
∗ ൌ 0.05 maxሼ𝑅௧

௧௫ െ 𝑅ത௧
௧௫, 0ሽ 

𝑅ത௧
௧௫ ൌ

𝑅௧ି௦
௧௫

3

ଷ

௦ୀଵ
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 高水準型 

𝑋௧
 ൌ ቊ

𝑋௧
∗ if 0.1𝑇௧  𝑋௧

∗

0.1𝑇௧ if 0.1𝑇௧ ൏ 𝑋௧
∗ 

𝑋௧
∗ ൌ 0.2ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑌௧
െ 0.1ቇ ሺ𝑅௧

௧௫ െ 0.1𝑌௧ሻ 

 

＜2014 年度＞ 

増加型の控除率を引き上げ（5％から最大 30％） 

𝑋௧
∗ ൌ 𝜅 ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑅ത௧
௧௫ െ 1ቇmaxሼ𝑅௧

௧௫ െ 𝑅ത௧
௧௫, 0ሽ 

𝜅ሺ𝑥ሻ ൌ 0.05𝐼ሺ𝑥 ൏ 0.05ሻ  𝑥𝐼ሺ0.05  𝑥 ൏ 0.3ሻ  0.3ሺ𝑥  0.3ሻ 

 

＜2015～2016 年度＞ 

 総額型と特別試験研究費税額控除制度をあわせ、控除上限を 30％（総額型 25％、特別

試験研究費税額控除制度 5％）とする。 

 繰越控除制度は廃止 

 特別試験研究費の控除率を 12％から 20％又は 30％へ引き上げ 

𝑋௧ ൌ 𝑋௧
௩  𝑿𝒕

𝒔𝒑𝒆  max൛𝑋௧
 ,𝑋௧

ൟ 

𝑋௧
௩ ൌ ቊ

𝑋௧
௩∗ if 𝟎.𝟐𝟓𝑇௧  𝑋௧

௩∗

𝟎.𝟐𝟓𝑇௧ if 𝟎.𝟐𝟓𝑇௧ ൏ 𝑋௧
௩∗ 

 

𝑋௧
௩∗ ൌ 𝜅 ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ𝑅௧

௧௫ 

𝜅ሺ𝑥ሻ ൌ ሺ0.2𝑥  0.08ሻ𝐼ሺ𝑥 ൏ 0.1ሻ  0.1𝐼ሺ𝑥  0.1ሻ 

𝑋௧
௦ ൌ ቊ

𝑋௧
௦∗ if 𝟎.𝟎𝟓𝑇௧  𝑋௧

௦∗

0.05𝑇௧ if 𝟎.𝟎𝟓𝑇௧ ൏ 𝑋௧
௦∗ 

 

𝑋௧
௦∗ ൌ ቈ𝟎.𝟐 െ 𝜅 ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ𝑹𝒕

𝒔𝒑𝒆𝟏  ቈ𝟎.𝟑 െ 𝜅 ቆ
𝑅௧
௧௫

𝑌௧ഥ  
ቇ𝑹𝒕

𝒔𝒑𝒆𝟐 

・𝑅௧
௦ଵ

：その他（民間企業等）との共同・委託研究 

・𝑅௧
௦ଶ

：大学・特別研究機関等との共同・委託研究 

 

＜2017 年度～2018 年度＞ 

 増加型廃止 

 総額型の税額控除率（現行：８〜10％、中小法人 12％）を試験研究費の増減割合に応

じた税額控除率（６〜14％、中小法人 12〜17％）とする制度に改組 

𝑋௧ ൌ 𝑋௧
௩  𝑋௧

௦  𝑋௧
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𝑋௧
௩ ൌ ቊ

𝑋௧
௩∗ if 0.25𝑇௧  𝑋௧

௩∗

0.25𝑇௧ if 0.25𝑇௧ ൏ 𝑋௧
௩∗ 

 

𝑋௧
௩∗ ൌ 𝜿ቆ

𝑹𝒕
𝒕𝒂𝒙

𝑹ഥ𝒕
𝒕𝒂𝒙 െ 𝟏ቇ𝑅௧

௧௫ 

 大企業： 

 𝜿ሺ𝒙ሻ ൌ 𝟎.𝟎𝟔𝑰ሺ𝒙 ൏ െ𝟎.𝟐𝟓ሻ  ൫𝟎.𝟎𝟔  𝟎.𝟏ሺ𝒙  𝟎.𝟐𝟓ሻ൯𝑰ሺെ𝟎.𝟐𝟓  𝒙 ൏ 𝟎.𝟎𝟓ሻ 

൫𝟎.𝟎𝟗  𝟎.𝟑ሺ𝒙 െ 𝟎.𝟎𝟓ሻ൯𝑰ሺ𝟎.𝟎𝟓  𝒙 ൏ 𝟎.𝟐𝟐ሻ  𝟎.𝟏𝟒𝑰ሺ𝒙  𝟎.𝟐𝟐ሻ 

 中小企業： 

 𝜿ሺ𝒙ሻ ൌ 𝟎.𝟏𝟐𝑰ሺ𝒙 ൏ 𝟎.𝟎𝟓ሻ  ൫𝟎.𝟏𝟐  𝟎.𝟑ሺ𝒙 െ 𝟎.𝟎𝟓ሻ൯𝑰ሺ𝟎.𝟎𝟓  𝒙 ൏ 𝟎.𝟐𝟐ሻ 

𝟎.𝟏𝟕𝑰ሺ𝒙  𝟎.𝟐𝟐ሻ 

 

𝑋௧
௦ ൌ ቊ

𝑋௧
௦∗ if 0.05𝑇௧  𝑋௧

௦∗

0.05𝑇௧ if 0.05𝑇௧ ൏ 𝑋௧
௦∗ 

 

𝑋௧
௦∗ ൌ ቈ0.2 െ 𝜿ቆ

𝑹𝒕
𝒕𝒂𝒙

𝑹ഥ𝒕
𝒕𝒂𝒙 െ 𝟏ቇ 𝑅𝐷௧

௦ଵ  ቈ0.3 െ 𝜿ቆ
𝑹𝒕
𝒕𝒂𝒙

𝑹ഥ𝒕
𝒕𝒂𝒙 െ 𝟏ቇ𝑅𝐷௧

௦ଶ 

・𝑅௧
௦ଵ

：その他（民間企業等）との共同・委託研究 

・𝑅௧
௦ଶ

：大学・特別研究機関等との共同・委託研究 

 

＜2019 年度＞ 

 オープンイノベーション型について、大企業や研究開発型ベンチャーに対する一定の

委託研究等を対象に追加するとともに、控除上限を法人税額の 10％（現行：５％）に

引き上げる。 

 一定の研究開発型ベンチャー企業との共同研究・委託研究に係る税額控除率につ

いては、25％とする。 

 総額型について、増加インセンティブの強化の観点から控除率を見直すとともに、研究

開発を行う一定のベンチャー企業の控除上限を法人税額の 40％（現行：25％）に引き

上げる。 

 高い水準の研究開発投資を行っている企業について、総額型の控除率を割増しする措

置を講じた上で、高水準型を総額型に統合する。 

 

𝑋௧ ൌ 𝑋௧
௩  𝑋௧

௦ 

 総額型 

𝑋௧
௩ ൌ ቊ

𝑋௧
௩∗ if 𝒖𝒕𝑇௧  𝑋௧

௩∗

𝒖𝒕𝑇௧ if 𝒖𝒕𝑇௧ ൏ 𝑋௧
௩∗ 

 

𝑋௧
௩∗ ൌ 𝜅 ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑅ത௧
௧௫ െ 1ቇ𝑅௧

௧௫ 
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 大企業 

 𝒖𝒕 ൌ 𝟎.𝟐𝟓𝑰 ቀ
𝑹𝑫𝒕

𝒕𝒂𝒙

𝒀𝒕 
൏ 𝟎.𝟏ቁ  ቆ𝟎.𝟏  𝟐ቀ

𝑹𝑫𝒕
𝒕𝒂𝒙

𝒀𝒕 
െ 𝟎.𝟏ቁቇ 𝑰 ቀ𝟎.𝟏 

𝑹𝑫𝒕
𝒕𝒂𝒙

𝒀𝒕 
൏ 𝟎.𝟏𝟓ቁ 

𝟎.𝟑𝟓𝑰 ቀ
𝑹𝑫𝒕

𝒕𝒂𝒙

𝒀𝒕 
 𝟎.𝟏𝟓ቁ 

 𝜿ሺ𝒙ሻ ൌ 𝟎.𝟎𝟔𝑰ሺ𝒙 ൏ െ𝟎.𝟏𝟒ሻ  ൫𝟎.𝟎𝟔  𝟎.𝟏𝟕𝟓ሺ𝒙  𝟎.𝟏𝟒ሻ൯𝑰ሺെ𝟎.𝟏𝟒  𝒙 ൏

𝟎.𝟎𝟖ሻ  ൫𝟎.𝟎𝟗𝟗  𝟎.𝟑ሺ𝒙 െ 𝟎.𝟎𝟖ሻ൯𝑰ሺ𝟎.𝟎𝟖  𝒙 ൏ 𝟎.𝟐𝟐ሻ  𝟎.𝟏𝟒𝑰ሺ𝒙  𝟎.𝟐𝟐ሻ 

 中小企業 

 𝒖𝒕 ൌ 𝟎.𝟐𝟓  𝟎.𝟏𝑰 ቀ
𝑹𝑫𝒕

𝒕𝒂𝒙

𝑹𝑫തതതതത𝒕
𝒕𝒂𝒙 െ 𝟏  𝟎.𝟎𝟖ቁ 

 𝜿ሺ𝒙ሻ ൌ 𝟎.𝟏𝟐𝑰ሺ𝒙 ൏ 𝟎.𝟎𝟖ሻ  ൫𝟎.𝟏𝟐  𝟎.𝟑ሺ𝒙 െ 𝟎.𝟎𝟖ሻ൯𝑰ሺ𝟎.𝟎𝟖  𝒙 ൏ 𝟎.𝟐𝟓ሻ 

𝟎.𝟏𝟕𝑰ሺ𝒙  𝟎.𝟐𝟓ሻ 

 オープンイノベーション型 

𝑋௧
௦ ൌ ቊ

𝑋௧
௦∗ if 𝟎.𝟏𝑇௧  𝑋௧

௦∗

𝟎.𝟏𝑇௧ if 𝟎.𝟏𝑇௧ ൏ 𝑋௧
௦∗ 

 

𝑋௧
௦∗ ൌ ቈ0.2 െ 𝜅 ቆ

𝑅௧
௧௫

𝑅ത௧
௧௫ െ 1ቇ 𝑅௧

௦ଵ  ቈ0.3 െ 𝜅 ቆ
𝑅௧
௧௫

𝑅ത௧
௧௫ െ 1ቇ𝑅௧

௦ଶ 
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付表 1：労働生産性上昇率に対する R&D 総額及び外部支出 R&D の効果の推定結果 

 

 

R&D実施
外部⽀出
R&D実施

R&D実施
外部⽀出
R&D実施

[1] [2] [3] [4]
従業者数の⾃然対数の差分 -0.375*** -0.326*** -0.210*** -0.310***

[0.0188] [0.0641] [0.0328] [0.0839]
資本装備率の⾃然対数の差分 0.0793*** 0.0517*** 0.102*** 0.0338

[0.00882] [0.0183] [0.0167] [0.0405]
前期の労働⽣産性の⾃然対数 -0.283*** -0.295*** -0.493*** -0.543***

[0.00672] [0.0158] [0.0122] [0.0310]
前期のR&D総額の⾃然対数 0.0205*** 0.0344***

[0.000735] [0.00174]
前期の外部⽀出R&Dの割合 0.0240*** 0.0563***

[0.00600] [0.0145]
前期の内部⽀出R&Dの⾃然対数 0.0169*** 0.0276***

[0.00180] [0.00629]
前期の外部⽀出R&Dの⾃然対数 0.00824*** 0.0200***

[0.00184] [0.00695]
定数項 0.452*** 0.500*** 0.733*** 0.862***

[0.0113] [0.0300] [0.0192] [0.0568]
産業×年ダミー Yes Yes Yes Yes
都道府県×年ダミー Yes Yes Yes Yes
N 101,350 16,938 24,411 2,911
決定係数 0.225 0.307 0.365 0.574
括弧内は標準誤差
* p < 0.1, ** p < 0.05, *** p < 0.01

全企業 ⾚字企業
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付表 2：R&D 総額及び外部支出 R&D が産学共同出願特許に与える効果の推定結果 

  

  

R&D実施企業
外部⽀出R&D

実施企業
R&D実施企業

外部⽀出R&D
実施企業

[1] [2] [4] [5]
売上⾼の⾃然対数 0.115 -0.0806 0.0983 0.12

[0.314] [0.485] [0.0630] [0.0954]
R&D総額の⾃然対数 0.125* 0.133***

[0.0687] [0.0429]
外部⽀出R&Dの割合 0.742* 0.444**

[0.444] [0.201]
内部⽀出R&Dの⾃然対数 -0.195 -0.0117

[0.169] [0.0726]
外部⽀出R&Dの⾃然対数 0.168** 0.0827***

[0.0676] [0.0313]
年ダミー Yes Yes Yes Yes
観測数 12,975 4,420 12,975 4,420
企業数 970 451 970 451
対数尤度 -4529.9 -2317.1 -4098.6 -2081.2
尤度⽐検定：統計量 759.9 557.8 2262.8 1163.4
尤度⽐検定：p値 0.000 0.000 0.000 0.000
括弧内は標準誤差
* p < 0.1, ** p < 0.05, *** p < 0.01

ポアソンモデル 負の⼆項分布モデル
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付表 3 記述統計 

 

 

  

変数 平均 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値 [1] [2] [3] [4] [5] [6]
2015年における繰越税額控除率がR&D総額に与える効果の分析、R&D実施企業、N=5,074
[1] R&D総額増加率 -0.001 0.649 0.000 -5.697 6.454 1.000
[2] 売上⾼増加率 0.004 0.139 0.005 -1.288 1.531 0.063 1.000
[3] 繰越税額控除率の変化 -0.045 0.063 0.000 -0.731 0.000 0.111 -0.006 1.000
[4] 2年前のR&Dに基づく繰越税額控除率の変化 -0.045 0.063 0.000 -0.461 0.000 0.046 -0.013 0.517 1.000
2015年におけるOI型控除率が外部⽀出R&Dに与える効果の分析、外部⽀出R&D実施企業、N=969
[1] R&D総額増加率 0.024 0.916 0.000 -5.440 8.113 1.000
[2] 売上⾼増加率 -0.003 0.155 0.005 -1.288 1.020 0.121 1.000
[3] 繰越税額控除率の変化 0.086 0.059 0.129 -0.040 0.169 -0.085 0.052 1.000
[4] 2年前のR&Dに基づくOI型税額控除率の変化 0.075 0.061 0.112 -0.036 0.159 0.073 0.000 0.521 1.000
労働⽣産性上昇率の分析、R&D実施企業、N=101,350 
[1] 労働⽣産性上昇率 0.001 0.363 0.006 -6.603 5.980 1.000
[2] 従業者数の⾃然対数の差分 -0.002 0.117 0.000 -2.927 2.375 -0.170 1.000
[3] 資本装備率の⾃然対数の差分 0.014 0.217 0.002 -5.897 5.758 0.091 -0.376 1.000
[4] 前期の労働⽣産性の⾃然対数 1.909 0.529 1.912 -5.176 5.580 -0.330 0.120 0.014 1.000
[5] 前期のR&D総額の⾃然対数 4.160 2.312 4.078 0.000 13.736 -0.003 0.009 0.019 0.397 1.000
[6] 前期の外部⽀出R&Dの割合 0.058 0.197 0.000 0.000 1.000 -0.006 0.013 -0.004 0.040 -0.017 1.000
労働⽣産性上昇率の分析、外部⽀出R&D実施企業、N=16,938
[1] 労働⽣産性上昇率 -0.003 0.387 0.008 -5.793 5.980 1.000
[2] 従業者数の⾃然対数の差分 0.001 0.123 0.000 -2.810 2.375 -0.169 1.000
[3] 資本装備率の⾃然対数の差分 0.016 0.230 0.006 -5.897 3.951 0.067 -0.365 1.000
[4] 前期の労働⽣産性の⾃然対数 2.140 0.546 2.138 -4.585 5.580 -0.350 0.116 0.028 1.000
[5] 前期のR&D総額の⾃然対数 5.907 2.490 5.892 0.000 13.321 0.006 -0.014 0.044 0.347 1.000
[6] 前期の外部⽀出R&Dの割合 3.627 2.412 3.401 0.000 13.264 -0.004 0.019 0.027 0.308 0.651 1.000
労働⽣産性上昇率の分析、⾚字のR&D実施、N=24,411
[1] 労働⽣産性上昇率 0.083 0.502 0.055 -5.793 5.980 1.000
[2] 従業者数の⾃然対数の差分 -0.021 0.137 -0.014 -1.992 2.000 -0.120 1.000
[3] 資本装備率の⾃然対数の差分 -0.001 0.265 -0.008 -5.897 5.042 0.073 -0.351 1.000
[4] 前期の労働⽣産性の⾃然対数 1.595 0.562 1.634 -5.176 4.877 -0.463 0.093 0.002 1.000
[5] 前期のR&D総額の⾃然対数 3.724 2.226 3.584 0.000 13.445 0.059 -0.024 0.004 0.246 1.000
[6] 前期の外部⽀出R&Dの割合 0.062 0.209 0.000 0.000 1.000 0.006 0.014 -0.001 0.026 -0.013 1.000
労働⽣産性上昇率の分析、外部⽀出R&D実施企業、N=2,911
[1] 労働⽣産性上昇率 0.123 0.589 0.089 -3.773 5.980 1.000
[2] 従業者数の⾃然対数の差分 -0.019 0.162 -0.012 -1.988 2.000 -0.171 1.000
[3] 資本装備率の⾃然対数の差分 -0.007 0.320 -0.010 -5.897 2.441 0.070 -0.367 1.000
[4] 前期の労働⽣産性の⾃然対数 1.774 0.620 1.814 -4.585 4.322 -0.555 0.095 0.004 1.000
[5] 前期のR&D総額の⾃然対数 5.559 2.575 5.541 0.000 12.991 0.092 -0.041 0.053 0.128 1.000
[6] 前期の外部⽀出R&Dの割合 3.573 2.332 3.332 0.000 12.484 0.070 -0.001 0.020 0.122 0.638 1.000
⼤学との共同出願特許数の分析、R&D実施企業、N=12,975
[1] ⼤学との共同出願特許数 0.547 2.500 0.000 0.000 73.000 1.000
[2] 売上⾼（対数） 10.396 1.729 10.257 5.861 16.307 0.226 1.000
[3] 研究開発費（対数） 6.588 2.365 6.540 0.000 13.736 0.217 0.838 1.000
[4] 外部⽀出R&D⽐率 0.055 0.159 0.000 0.000 1.000 0.047 0.078 0.031 1.000
⼤学との共同出願特許数の分析、外部⽀出R&D実施企業、N=4,420
[1] ⼤学との共同出願特許数 1.063 3.820 0.000 0.000 73.000 1.000
[2] 売上⾼（対数） 11.282 1.688 11.258 6.389 16.307 0.217 1.000
[3] 研究開発費（対数） 7.935 2.015 7.983 0.000 13.321 0.218 0.842 1.000
[4] 外部⽀出R&D⽐率 4.664 2.501 4.595 0.000 12.724 0.186 0.591 0.675 1.000

相関係数
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付表 4 R&D 実施企業における OI 型・繰越控除制度利⽤有無による特徴（平均値） 

 

  

⾮利⽤企業 利⽤企業 ⾮利⽤企業 利⽤企業 ⾮利⽤企業 利⽤企業
N 64,864 8,167 15,136 3,322 41,334 31,697
売上⾼（万円） 23,872 154,769 22,372 109,202 31,967 47,043
従業者数 454 2,002 449 1,529 522 765
中⼩企業ダミー 0.524 0.000 0.576 0.317 0.440 0.499
労働⽣産性の対数 1.836 2.312 1.852 2.211 2.032 1.703
資本装備率の対数 2.426 3.111 2.450 2.990 2.557 2.433
営業利益率 0.040 0.074 0.053 0.084 0.068 0.011
負債/総資産⽐率 2.633 1.656 2.176 2.186 2.209 2.934
CF/総資産⽐率 0.164 0.226 0.171 0.509 0.277 0.033
従業者1⼈あたり内部使⽤R&D 0.667 1.904 0.627 1.648 0.488 1.219
従業者1⼈あたり外部⽀出R&D 0.032 0.412 0.015 0.394 0.033 0.130
従業者100⼈あたり特許出願数 0.168 0.476 1.287 3.116 0.165 0.252
従業者100⼈あたり産学共同出願特許数 0.003 0.009 0.020 0.063 0.003 0.004

OI型
（2003-2014年度）

OI型
（2015-2017年度）

繰越税額控除
（2003-2014年度）
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付表 5：資⾦制約の違いを考慮した 2015 年度 R&D 税制改正の効果の推定結果 

 
 

[1] [2] [3] [4]

売上⾼の⾃然対数 0.297*** 0.296*** 0.722** 0.755**
[0.107] [0.107] [0.339] [0.334]

繰越税額控除率 0.856*** 0.868***
[0.301] [0.306]

OI型税額控除率 1.329 1.197
[0.987] [1.067]

負債/総資産⽐率 -0.00219 0.00414
[0.00136] [0.0254]

CF/総資産⽐率 -0.00661 -0.0125
[0.0367] [0.0471]

繰越税額控除率×負債/総資産⽐率 0.00819*
[0.00483]

繰越税額控除率×CF/総資産⽐率 0.0348
[0.320]

OI型税額控除率×負債/総資産⽐率 0.444
[0.320]

OI型税額控除率×CF/総資産⽐率 2.429
[2.005]

定数項 -0.036 -0.036 -0.422 -0.389
[0.121] [0.121] [0.397] [0.397]

決算期ダミー Yes Yes Yes Yes
産業ダミー Yes Yes Yes Yes
都道府県ダミー Yes Yes Yes Yes
N 5,073 5,073 969 969
括弧内は標準誤差
* p < 0.1, ** p < 0.05, *** p < 0.01

R&D総額 外部⽀出R&D
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